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研究要旨 

健康格差のモニタリングは格差の状況やその経時的な推移を把握して、対策を立案するための第

一歩となる。本報告では、１）１つの県内における市町村間格差のモニタリング、２）日本全国で

の都道府県間格差のモニタリングをいくつかの健康指標を用いて実施した。健康格差を指標化には

研究者のような専門家ではなくても容易に利用できるツールを用いて、健康格差のモニタリングを

行った。日本全国での都道府県間格差のモニタリングには、75歳未満のがん年齢調整死亡率、メタ

ボリックシンドロームの該当者の割合、自殺率を用いた。１つの県内における市町村間格差のモニ

タリングには茨城県の３歳児う蝕を用いた。健康格差の指標は絶対的格差を示す格差勾配指数を用

いた。2001年から2014年にかけて75歳未満のがんの年齢調整死亡率の都道府県間の格差には増加傾

向が認められた。2008年から2014年のメタボリックシンドローム該当者割合の格差は存在するが横

ばいであった。2004年から2014年の人口10万人当たりの自殺者数の格差は減少傾向にあった。茨城

県内の市町村の３歳児う蝕有病者率の2005年から2013年の間の格差は経年的に減少傾向にあった。

健康格差の経年的な推移は健康指標によって異なった。モニタリングを行い、必要な対策を立案し

て健康格差の解消を目指していくことが求められる。 
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Ａ．研究目的 

 日本には国民皆保険制度が存在するが、健康

の社会的決定要因による健康格差が存在するこ

とが知られており、「健康日本２１（第二次）」

の基本的な方向の第1番目に「健康寿命の延伸

と健康格差の縮小」が明記された。健康格差の

モニタリングは格差の状況やその経時的な推移

を把握して、対策を立案するための第一歩とな

る1,2。 

 健康格差は国内の地域や集団間から、国家間

の差まで幅広く存在する。日本においては都道

府県間の格差や、１つの都道府県内の市町村間

の格差が、公衆衛生行政上のモニタリング単位

として利用しやすいと考えられる。そこで本研

究では健康日本２１に目標が定められている健

康指標の内、特徴的なものについて、都道府県

格差および１つの都道府県内の市町村間の格差

について、経時的推移の把握を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

１）都道府県間の健康格差 

日本全国での都道府県間格差のモニタリング

には、75歳未満のがん年齢調整死亡率、メタボ

リックシンドロームの該当者の割合、自殺率を

用いた。がんのデータは、国立がん研究センタ
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ーがん情報サービス「がん登録・統計」の部位

別75歳未満年齢調整死亡率（http://ganjoho.jp/ 

data/reg_stat/statistics/dl/pref_AllCancer_mortali

ty(1995-2016).xls）を用いた。メタボリックシン

ドロームのデータには厚生労働省の特定健康診

査・特定保健指導の実施状況に関するデータ

（http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryousei

do01/info02a-2.html）を用いた。自殺率のデータ

には総務省統計局の社会生活統計指標－都道府

県の指標－(http://www.stat.go.jp/data/shihyou/in

dex.htm）を用いた。利用できたデータの期間は、

がんは1995年～2016年、メタボリックシンドロ

ームは2008年～2014年、自殺率は2004～2014年

であった。 

 

２）１つの県内の市町村間の健康格差 

１つの県内の市町村間の健康格差のモニタリ

ングには茨城県の母子保健事業実施状況から茨

城県の44市町村の３歳児う蝕有病者率のデータ

を用いた（http://www.pref.ibaraki.jp/hokenfuku

shi/kodomo/jifuku/stat/index.html）。2005年か

ら2013年までの健康格差の推移を把握した。 

 

３）解析方法 

都道府県ごとの記述的な状況の推移および、

経年的な変化について解釈のしやすい健康格差

の絶対差の指標である格差勾配指数（SII：Slo

pe Index of Inequality：SII）の推移を算出

した3。SIIはX軸に所得などの社会指標の集団

ごとに、階級順に累積人口比率で並べ、各集団

のYに集団の健康指標の平均値を割り当て、回

帰したときの勾配であり、社会階層の最も低い

者と最も高い者との健康指標の値の差と同じよ

うに解釈できる3。最大値および最小値だけか

らではなくすべてのデータから推定するため外

れ値の影響が少なく、さらに比較する集団のサ

イズを考慮して算出されるためサイズが小さい

集団を比較する際に偶然誤差を小さくすること

ができる利点をもつ3。 

指標の算出は、エクセル上で容易に利用でき

る格差の指標化のツール「Inequalities Calcu

lation Tool」（Public Health England，http:

// webarchive.nationalarchives.gov.uk/201701060819

03/http://www.apho.org.uk/resource/item.aspx?RID= 

132634（2018年3月25日アクセス）)を用いた。

この使い方は我々の昨年度の研究報告書に記載

している（http://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/si

tes/default/files/pbhealth/goodupload/8_Aida.pdf）。 

 

Ｃ．研究結果 

１）都道府県間の健康格差 

図１に都道府県別の 75 歳未満のがん年齢調

整死亡率（人口 10 万人対）の経時的推移を示

す。2001年から 2014年にかけて、75歳未満の

がん年齢調整死亡率（人口 10 万人対）の全国

平均は 100.3 から 79.0 に低下していた。しか

しながら、都道府県間でこの死亡率に差が認

められる。図２にがん年齢調整死亡率（人口

10 万人対）の都道府県間の健康格差（絶対的

格差、SII）を示す。経年的に格差は拡大傾向

にあった。 

 図３に都道府県別のメタボリックシンドロー

ム該当者割合の経時的推移を示す。2008年から

2014年にかけて、メタボリックシンドロームの

該当者割合の全国平均は14.4%前後でほぼ横ば

いであった。しかしながら、都道府県間でこの

割合に差がみられる。図４にメタボリックシン

ドロームの該当者割合の都道府県間の健康格差

（絶対的格差、SII）を示す。格差はどの時点

においても存在し続けているが、格差の大きさ

に明確な変化は見られなかった。 

図５に都道府県別の人口10万人当たりの自殺

者数の経時的推移を示す。2004年から2014年に

かけて人口10万人当たりの自殺者数は全国平均

で24.0人から19.5人に減少していた。特に2004

年時点で自殺者数の多かった地域での減少が顕

著であった。図６に人口10万人当たりの自殺者

数の都道府県間の健康格差（絶対的格差、SII）

を示す。健康格差は経年的に減少傾向にあった。 
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２）１つの県内の市町村間の健康格差 

図７に茨城県内の市町村の３歳児う蝕有病者

率の疾病地図を示す。2005年から2013年の間に

全体的な有病率の低下がみられるが、地域間の

格差はなくなっていない。図８に茨城県内44市

町村間の３歳児う蝕有病者率の健康格差（絶対

的格差、SII）の経時的推移を示す。健康格差

は経年的に減少傾向にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．都道府県別の 75 歳未満のがん年齢調整死亡率（人口 10 万人対）の経時的推移 

（2001～2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．都道府県別の 75 歳未満のがん年齢調整死亡率（人口 10 万人対）の健康格差（絶対的格差、SII） 

の経時的推移（2001～2014 年） 
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図３．都道府県別のメタボリックシンドローム該当者割合の経時的推移（2008～2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．都道府県別のメタボリックシンドローム該当者割合の健康格差（絶対的格差、SII）の経時的推移

（2008～2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．都道府県別の人口 10 万人当たりの自殺者数の経時的推移（2004 年～2014 年） 
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図６．都道府県別の人口 10 万人当たりの自殺者数の健康格差（絶対的格差、SII）の経時的推移 

（2008～2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．茨城県の３歳児う蝕有病者率の疾病地図（2005-2013 年） 
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図８．茨城県内 44 市町村間の 3歳児う蝕有病者率の健康格差（絶対的格差、SII）の経時的推移 

（2005～2013 年） 

 

Ｄ．考 察 

健康日本２１に記載されている健康指標の全

国の健康格差の推移を調べた結果、がんの年齢

調整死亡率の都道府県間の格差には増加傾向が

認められた。メタボリックシンドローム該当者

割合の格差は存在するが横ばいであった。人口

10万人当たりの自殺者数の格差は減少傾向にあ

った。このように健康指標により格差の推移は

異なることが分かった。また１つの県内の市町

村の３歳児う蝕有病者率の格差は経年的に減少

傾向にあった。しかし、この地域内の格差も指

標により動向は異なると考えられるため、今後

の指標ごとのモニタリングが必要であろう。 

健康格差の経年的な推移は健康指標によって

異なった。モニタリングを行い、必要な対策を

立案して健康格差の解消を目指していくことが

求められる。 
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